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■研究意義

日本人の長時間労働は長年問題とされている。図1は1970年以降の労働時間推移を国別で比較したものであ

る。その人の意思を無視した長時間労働は心身に影響を与え、過労死や、過労によっておこる事故また生産性
の低下につながると言われている。昨年度、労災認定を受けた人の中で、働き過ぎが原因で脳出血や心筋梗塞
などを起こし、「過労死」と認定された人は１３３人、１２年連続で１００人を超えているのが現状である。未遂を含
む「過労自殺」は６３人にのぼる。
そこで日本ではワーク・ライフ・バランスという考えが平成19年から「仕事と生活の調和【ワーク・ライフ・バラン

ス】憲章」として官民をあげ企業に導入されている。ワーク・ライフ・バランスとは仕事と生活の調和を実現した社
会であり、人々が仕事上の責任を果たすと同時に仕事以外のことにも取り組める状態になることである。この社
会が実現すると日本人の働き方がかわるだけでなく、生産性の向上に、少子高齢化対策、メンタルヘルスにも効
果がある。しかし普及状況は低く、いまだにワーク・ライフ・バランスが日本社会に普及されているとは言えない。
そこで本研究ではワーク・ライフ・バランスで成果を上げている事例を分析しワーク・ライフ・バランスの可能性を
探る。

図１、 1970年以降の労働時間推移 出典：内閣府規制改革会議雇用ワーキンググループ資料



■日本のワーク・ライフ・バランスの現状
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ワーク・ライフ・バランスの言葉の認知度

言葉も内容も知っている

言葉は聞いた事があるが、内容までは知らない

言葉も内容も知らない

ワーク・ライフ・バランスという考
え方は、ライフスタイルや意識の移
り変わりと言ったような時代の変化
とともに生まれてきた。
平成19年に、政府、地方公共団

体、経済界・労働界の合意により、
「仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）憲章」が策定され、現
在、官民を挙げて様々な取組が進
められている。

しかし現状を見ると、ワーク・ライ
フ・バランスが十分に実現されてい
るとは言い難い状況がある。平成
23年3月時点の調査では、ワーク・

ライフ・バランスの言葉も内容も
知っている人は全体の2割にとど

まっており、依然として、低い認知
度である。

また、「ワーク・ライフ・バランスの
希望と現実」についての調査でも、
特に男性ではワーク・ライフ・バラ
ンスの希望と現実のギャップが大
きくなっている。

出典：内閣府(2012)「仕事と生活の
調和(ワーク・ライフ・バランス)の実

現に影響を与える生活環境に関す
る意識調査について」より作成
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Q.仕事と生活の優先度は？(男性編)

「仕事」優先 「生活」優先

「仕事」「生活」ともに優先 分からない

■ワーク・ライフ・バランスの定義

ワーク・ライフ・バランスとは仕事と生活の調和を図ることである。ワーク・ライフ・バランスが実現されている社会
とは国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活な
どにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会であ
る。
具体的には1)就労による経済自立が可能な社会、2)健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会、3)多
様な働き方・生き方が選択できる社会である。
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